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第一部【企業情報】

第１【企業の概況】

１【主要な経営指標等の推移】

回次
第114期

第１四半期連結
累計期間

第115期
第１四半期連結
累計期間

第114期

会計期間
自平成29年４月１日
至平成29年６月30日

自平成30年４月１日
至平成30年６月30日

自平成29年４月１日
至平成30年３月31日

売上高 （千円） 1,696,374 1,664,023 7,703,832

経常利益又は経常損失（△） （千円） △20,650 △15,041 56,692

親会社株主に帰属する当期純利益

又は親会社株主に帰属する四半期

純損失（△）

（千円） △26,441 △22,888 100,430

四半期包括利益又は包括利益 （千円） △18,521 △28,273 109,859

純資産額 （千円） 4,621,975 4,702,269 4,750,228

総資産額 （千円） 6,226,056 6,045,067 6,360,697

１株当たり当期純利益金額又は１

株当たり四半期純損失金額（△）
（円） △1.18 △0.41 2.10

潜在株式調整後１株当たり四半期

（当期）純利益金額
（円） － － －

自己資本比率 （％） 74.2 77.8 74.7

　（注）１．当社は四半期連結財務諸表を作成しておりますので、提出会社の主要な経営指標等の推移については記載し

ておりません。

２．売上高には、消費税等は含んでおりません。

３．第114期第１四半期連結累計期間及び第115期第１四半期連結累計期間の潜在株式調整後１株当たり四半期純

利益金額については、１株当たり四半期純損失であり、また、潜在株式が存在しないため記載しておりませ

ん。

第114期の潜在株式調整後１株当たり当期純利益金額については、潜在株式が存在しないため記載しており

ません。

４．「『税効果会計に係る会計基準』の一部改正」（企業会計基準第28号　平成30年２月16日）等を当第１四半

期連結会計期間の期首から適用しており、前第１四半期連結累計期間及び前連結会計年度に係る主要な経営

指標等については、当該会計基準等を遡って適用した後の指標等となっております。

 

２【事業の内容】

当第１四半期連結累計期間において、当社グループ（当社及び当社の関係会社）が営む事業の内容について、重要な

変更はありません。
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第２【事業の状況】

１【事業等のリスク】

　当第１四半期連結累計期間において、新たな事業等のリスクの発生、または、前事業年度の有価証券報告書に記載

した事業等のリスクについての重要な変更はありません。

 

２【経営者による財政状態、経営成績及びキャッシュ・フローの状況の分析】

　文中の将来に関する事項は、当四半期連結会計期間の末日現在において判断したものであります。

 

(1)財政状態及び経営成績の状況

　当第１四半期連結累計期間におけるわが国経済は、雇用・所得環境の改善が続くなか個人消費の持ち直しの動き

がみられるなど、緩やかな回復基調で推移いたしました。一方で、異常気象など地政学的リスクや中国をはじめア

ジア新興国等の経済動向や欧米の政策動向による海外経済の不確実性、金融資本市場の変動の影響により、景気の

先行きは依然として不透明な状態が続いております。

　このような事業環境のもと、当社グループは、将来の成長戦略を見据えた上で、前期にRIZAPグループ株式会社

と資本提携契約を締結し、第三者割当により新株式を発行し、RIZAPグループ株式会社のグループ会社の一員とな

りました。グループイン後は、親会社であるRIZAPグループ株式会社のサポートのもと、抜本的な構造改革の実施

やグループ間での人事交流など成長のための様々な取り組みをスピード感をもって進めてまいりました。

 

当第１四半期連結会計期間末の財政状態は、次のとおりであります。

（資産）

　当第１四半期連結会計期間末における流動資産は55億23百万円となり、前連結会計年度末に比べ３億５百万円減

少いたしました。これは主に現金及び預金が１億44百万円増加し、受取手形及び売掛金が２億84百万円、商品及び

製品が１億31百万円減少したことによるものであります。固定資産は５億21百万円となり、前連結会計年度末に比

べ９百万円減少いたしました。これは主に投資有価証券が３百万円、敷金保証金が１百万円減少したことによるも

のです。

　この結果、総資産は60億45百万円となり、前連結会計年度末に比べ３億15百万円減少いたしました。

（負債）

　当第１四半期連結会計期間末における流動負債は13億５百万円となり、前連結会計年度末に比べ２億65百万円減

少いたしました。これは主に支払手形及び買掛金が１億76百万円、電子記録債務が30百万円減少したことによるも

のであります。固定負債は36百万円となり、前連結会計年度末に比べ１百万円減少いたしました。これは主に長期

繰延税金負債が１百万円減少したことによるものであります。

　この結果、負債合計は13億42百万円となり、前連結会計年度末に比べ２億67百万円減少いたしました。

（純資産）

　当第１四半期連結会計期間末における純資産合計は47億２百万円となり、前連結会計年度末に比べ47百万円減少

いたしました。これは主に四半期純損失22百万円及び剰余金の配当19百万円によるものであります。

 

当第１四半期連結累計期間の連結業績は、既存事業につきましては、回復傾向がみられましたが、平成29年6月

に新設いたしました馬里邑事業部の在庫圧縮施策の影響で、売上高16億64百万円（前年同四半期比1.9％減）、営

業損失は27百万円（前年同四半期は営業損失８百万円）、経常損失は15百万円（前年同四半期は経常損失20百万

円）、親会社株主に帰属する四半期純損失は22百万円（前年同四半期は親会社株主に帰属する四半期純損失26百万

円）となりました。

　セグメントの経営成績は、次のとおりであります。

　和装事業は、百貨店事業は店舗閉鎖や市況悪化により低調に推移、専門店事業も企画催事の不振により売上高が

減少しました。また和装小物の取引先の絞り込みもあり減収となりました。しかしながら前期より進めてまいりま

した構造改革の取り組み効果が顕在化し、黒字転換を果たしました。

　この結果、売上高３億76百万円（前年同四半期比19.5％減）、営業利益は６百万円（前年同四半期は営業損失20

百万円）となりました。

　寝装事業は、ギフト販売は順調に推移し、売上を拡大いたしましたが、マットレス等の寝装分野が量販店、専門

店ともに減収となりました。

　この結果、売上高１億34百万円（前年同四半期比5.4％減）、営業利益は５百万円（前年同四半期比14.4％減）

となりました。

　洋装事業は、アパレル事業部が百貨店における催事販売を新規に取り組んだ結果、売上、営業利益とも、20％以

上の伸びを示しました。しかしながら平成29年6月に新設いたしました馬里邑事業部の前期秋冬商品の販売不振に

よる在庫過多の影響で、当期夏物の仕入調整を行い、キャリー商品のみでの展開を図った結果、大幅に収益が悪化

いたしました。
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　この結果、売上高６億32百万円（前年同四半期比6.8％増）、営業損失は27百万円（前年同四半期は営業利益32

百万円）となりました。

　意匠撚糸事業は、国内事業が国内大手取引先への売上が堅調に推移したことに加えて、中国事業においては、欧

州向けの取引は減少いたしましたが、中国国内向け、日本市場向けが大幅に伸び、構造改革による固定圧縮の効果

もあり、増収及び10％以上の増益となりました。

　この結果、売上高５億20百万円（前年同四半期比5.3％増）、営業利益は32百万円（前年同四半期比12.6％増）

となりました。

 

(2)事業上及び財務上の対処すべき課題

当第１四半期連結累計期間において、当社グループが対処すべき課題について重要な変更はありません。

 

(3)研究開発活動

　該当事項はありません。

 

 

３【経営上の重要な契約等】

　該当事項はありません。
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第３【提出会社の状況】

１【株式等の状況】

（１）【株式の総数等】

①【株式の総数】

種類 発行可能株式総数（株）

普通株式 60,000,000

計 60,000,000

 

②【発行済株式】

種類
第１四半期会計期間末現
在発行数（株）
（平成30年６月30日）

提出日現在発行数（株）
（平成30年８月10日）

上場金融商品取引所名又
は登録認可金融商品取引
業協会名

内容

普通株式 59,640,348 59,640,348
東京証券取引所

市場第二部

単元株式数

100株

計 59,640,348 59,640,348 － －

 

 

（２）【新株予約権等の状況】

①【ストックオプション制度の内容】

該当事項はありません。

 

②【その他の新株予約権等の状況】

該当事項はありません。

 

 

（３）【行使価額修正条項付新株予約権付社債券等の行使状況等】

該当事項はありません。

 

（４）【発行済株式総数、資本金等の推移】

年月日
発行済株式総
数増減数(株)

発行済株式総
数残高(株)

資本金増減額
(千円)

資本金残高
(千円)

資本準備金増
減額(千円)

資本準備金残
高(千円)

平成30年４月１日～

平成30年６月30日
－ 59,640,348 － 2,937,570 － 1,085,689

 

 

（５）【大株主の状況】

当四半期会計期間は第１四半期会計期間であるため、記載事項はありません。
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（６）【議決権の状況】

　当第１四半期会計期間末日現在の「議決権の状況」については、株主名簿の記載内容が確認できないため、記載

することができないことから、直前の基準日（平成30年３月31日）に基づく株主名簿による記載をしております。

①【発行済株式】

平成30年６月30日現在
 

区分 株式数(株) 議決権の数(個) 内容

無議決権株式 － － －

議決権制限株式（自己株式等） － － －

議決権制限株式（その他） － － －

完全議決権株式（自己株式等） 普通株式　3,395,800 －

権利内容に何ら限定の

ない当社における標準

となる株式

完全議決権株式（その他） 普通株式 56,210,100 562,101 同上

単元未満株式 普通株式　　 34,448 － －

発行済株式総数 59,640,348 － －

総株主の議決権 － 562,101 －

（注）「完全議決権株式（その他）」の欄には、証券保管振替機構名義の株式が1,500株（議決権の数 15個）含まれてお

ります。

 

 

②【自己株式等】

平成30年６月30日現在
 

所有者の氏名又
は名称

所有者の住所
自己名義所有株
式数(株)

他人名義所有株
式数(株)

所有者株式数の
合計(株)

発行済株式総数に
対する所有株式数
の割合(％)

堀田丸正株式会社

東京都中央区日本

橋室町四丁目１番

11号

3,395,800 － 3,395,800 5.69

計 － 3,395,800 － 3,395,800 5.69

　（注）上記のほか、株主名簿上は当社名義となっておりますが、実質的に所有していない株式が 350株（議決権の数

３個）あります。なお、当該株式数は、上記①「発行済株式」の「完全議決権株式（その他）」の欄に300株、

「単元未満株式」の欄に50株含まれております。

 

 

２【役員の状況】

該当事項はありません。
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第４【経理の状況】

１．四半期連結財務諸表の作成方法について

　当社の四半期連結財務諸表は、「四半期連結財務諸表の用語、様式及び作成方法に関する規則」（平成19年内閣府

令第64号）に基づいて作成しております。

２．監査証明について

　当社は、金融商品取引法第193条の２第１項の規定に基づき、第１四半期連結会計期間（平成30年４月１日から平

成30年６月30日まで）及び第１四半期連結累計期間（平成30年４月１日から平成30年６月30日まで）に係る四半期連

結財務諸表について、双葉監査法人による四半期レビューを受けております。
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１【四半期連結財務諸表】

（１）【四半期連結貸借対照表】

  （単位：千円）

 
前連結会計年度
(平成30年３月31日)

当第１四半期連結会計期間
(平成30年６月30日)

資産の部   

流動資産   

現金及び預金 2,076,959 2,221,095

受取手形及び売掛金 ※ 1,501,911 ※ 1,216,933

電子記録債権 ※ 224,535 ※ 223,523

商品及び製品 1,879,291 1,747,388

仕掛品 8,816 9,311

原材料及び貯蔵品 48,360 43,265

その他 104,186 76,200

貸倒引当金 △14,608 △13,986

流動資産合計 5,829,452 5,523,730

固定資産   

有形固定資産 335,524 334,786

無形固定資産 20,602 18,553

投資その他の資産   

その他 228,152 218,864

貸倒引当金 △53,033 △50,867

投資その他の資産合計 175,118 167,996

固定資産合計 531,245 521,336

資産合計 6,360,697 6,045,067

負債の部   

流動負債   

支払手形及び買掛金 ※ 884,611 ※ 708,367

電子記録債務 ※ 369,096 ※ 338,556

未払法人税等 24,967 14,846

賞与引当金 27,000 30,650

返品調整引当金 40,715 31,320

その他 225,338 182,255

流動負債合計 1,571,728 1,305,995

固定負債   

その他 38,740 36,802

固定負債合計 38,740 36,802

負債合計 1,610,469 1,342,797

純資産の部   

株主資本   

資本金 2,937,570 2,937,570

資本剰余金 1,236,152 1,236,152

利益剰余金 917,809 875,235

自己株式 △389,570 △389,570

株主資本合計 4,701,960 4,659,387

その他の包括利益累計額   

その他有価証券評価差額金 32,577 30,073

為替換算調整勘定 15,690 12,808

その他の包括利益累計額合計 48,267 42,882

純資産合計 4,750,228 4,702,269

負債純資産合計 6,360,697 6,045,067
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（２）【四半期連結損益計算書及び四半期連結包括利益計算書】

【四半期連結損益計算書】

【第１四半期連結累計期間】

  （単位：千円）

 
前第１四半期連結累計期間
(自　平成29年４月１日
　至　平成29年６月30日)

当第１四半期連結累計期間
(自　平成30年４月１日
　至　平成30年６月30日)

売上高 1,696,374 1,664,023

売上原価 1,146,850 1,173,382

売上総利益 549,523 490,641

販売費及び一般管理費 558,504 517,770

営業損失（△） △8,980 △27,129

営業外収益   

受取利息 343 1,024

受取配当金 1,394 683

為替差益 － 7,205

受取賃貸料 4,080 2,800

その他 315 2,385

営業外収益合計 6,133 14,099

営業外費用   

支払利息 882 356

手形売却損 571 434

為替差損 35 －

賃貸費用 2,327 692

株式交付費 9,450 －

その他 4,536 528

営業外費用合計 17,803 2,012

経常損失（△） △20,650 △15,041

特別利益   

関係会社株式売却益 25,642 －

特別利益合計 25,642 －

特別損失   

構造改革費用 28,279 －

特別損失合計 28,279 －

税金等調整前四半期純損失（△） △23,287 △15,041

法人税、住民税及び事業税 3,154 7,846

法人税等調整額 0 －

法人税等合計 3,154 7,846

四半期純損失（△） △26,441 △22,888

親会社株主に帰属する四半期純損失（△） △26,441 △22,888
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【四半期連結包括利益計算書】

【第１四半期連結累計期間】

  （単位：千円）

 
前第１四半期連結累計期間
(自　平成29年４月１日
　至　平成29年６月30日)

当第１四半期連結累計期間
(自　平成30年４月１日
　至　平成30年６月30日)

四半期純損失（△） △26,441 △22,888

その他の包括利益   

その他有価証券評価差額金 10,052 △2,503

為替換算調整勘定 △2,132 △2,881

その他の包括利益合計 7,919 △5,385

四半期包括利益 △18,521 △28,273

（内訳）   

親会社株主に係る四半期包括利益 △18,521 △28,273
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【注記事項】

（追加情報）

（「『税効果会計に係る会計基準』の一部改正」等の適用）

「『税効果会計に係る会計基準』の一部改正」（企業会計基準第28号　平成30年２月16日）等を当第１四半期連

結会計期間の期首から適用しており、繰延税金資産は投資その他の資産の区分に表示し、繰延税金負債は固定負債

の区分に表示しております。

 

 

（四半期連結貸借対照表関係）

※四半期連結会計期間末日満期手形

　四半期連結会計期間末日満期手形の会計処理については、手形交換日をもって決済処理をしております。なお、当四半

期連結会計期間末日が金融機関の休日であったため、次の四半期連結会計期間末日満期手形、電子記録債権及び電子記録

債務が四半期連結会計期間期末残高に含まれております。

 
前連結会計年度

（平成30年３月31日）
当第１四半期連結会計期間
（平成30年６月30日）

受取手形 20,145千円 20,605千円

電子記録債権 19,478 21,825

支払手形 64,494 58,351

電子記録債務 69,102 49,338

 

 

 

（四半期連結キャッシュ・フロー計算書関係）

　当第１四半期連結累計期間に係る四半期連結キャッシュ・フロー計算書は作成しておりません。なお、第１四半期連結

累計期間に係る減価償却費（のれんを除く無形固定資産に係る償却費を含む。）は、次のとおりであります。

 
前第１四半期連結累計期間
（自 平成29年４月１日
至 平成29年６月30日）

当第１四半期連結累計期間
（自 平成30年４月１日
至 平成30年６月30日）

減価償却費 6,039千円 3,849千円

 

（注）のれんの償却額はありません。
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（株主資本等関係）

Ⅰ　前第１四半期連結累計期間（自平成29年４月１日　至平成29年６月30日）

　１.配当金支払額

（決議） 株式の種類
配当金の総額
（千円）

1株当たり
配当額
（円）

基準日 効力発生日 配当の原資

平成29年５月15日

取締役会
普通株式 106,224 5.00 平成29年３月31日 平成29年６月28日 利益剰余金

　（注）平成29年５月15日取締役会決議による１株当たり配当額には、記念配当１円を含んでおります。

 

　２.株主資本の金額に著しい変動があった場合の注記

　当社は、平成29年６月28日付で、RIZAPグループ株式会社から第三者割当増資の振込みを受けました。この結果、

当第１四半期累計期間において資本金が962,500千円、資本準備金が962,500千円増加し、当第１四半期会計期間末に

おいて資本金が2,937,570千円、資本剰余金が1,236,152千円となっております。

 

 

Ⅱ　当第１四半期連結累計期間（自平成30年４月１日　至平成30年６月30日）

　１.配当金支払額

（決議） 株式の種類
配当金の総額
（千円）

1株当たり
配当額
（円）

基準日 効力発生日 配当の原資

平成30年５月14日

取締役会
普通株式 19,685 0.35 平成30年３月31日 平成30年６月27日 利益剰余金

 

　２.株主資本の金額に著しい変動があった場合の注記

　該当事項はありません。
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（セグメント情報等）

【セグメント情報】

Ⅰ　前第１四半期連結累計期間（自　平成29年４月１日　至　平成29年６月30日）

　　報告セグメントごとの売上高及び利益又は損失の金額に関する情報

      （単位：千円）

 報告セグメント

調整額

（注)１

四半期連結

損益計算書

計上額

(注)２ 和装事業 寝装事業 洋装事業 意匠撚糸事業 計

売上高        

(1）外部顧客に対する

売上高
467,624 142,084 591,934 494,731 1,696,374 - 1,696,374

(2）セグメント間の内

部売上高又は振替高
- - - - - - -

計 467,624 142,084 591,934 494,731 1,696,374 - 1,696,374

セグメント利益

（又はセグメント損

失（△））

△20,782 6,072 32,850 28,667 46,808 △55,788 △8,980

（注）１．セグメント利益の調整額△55,788千円には、セグメント間取引消去12,187千円、各報告セグメントに配分

していない全社費用△67,976千円が含まれております。全社費用は、主に報告セグメントに帰属しない一般

管理部門経費であります。

２．セグメント利益（又はセグメント損失（△））は、四半期連結損益計算書の営業損失（△）と一致してお

ります。

 

 

Ⅱ　当第１四半期連結累計期間（自　平成30年４月１日　至　平成30年６月30日）

　　報告セグメントごとの売上高及び利益又は損失の金額に関する情報

      （単位：千円）

 報告セグメント

調整額

（注)１

四半期連結

損益計算書

計上額

(注)２ 和装事業 寝装事業 洋装事業 意匠撚糸事業 計

売上高        

(1）外部顧客に対する

売上高
376,637 134,395 632,107 520,882 1,664,023 - 1,664,023

(2）セグメント間の内

部売上高又は振替高
- - - - - - -

計 376,637 134,395 632,107 520,882 1,664,023 - 1,664,023

セグメント利益

（又はセグメント損

失（△））

6,062 5,197 △27,728 32,287 15,819 △42,948 △27,129

（注）１．セグメント利益の調整額△42,948千円には、セグメント間取引消去12,334千円、各報告セグメントに配分

していない全社費用△55,282千円が含まれております。全社費用は、主に報告セグメントに帰属しない一般

管理部門経費であります。

２．セグメント利益（又はセグメント損失（△））は、四半期連結損益計算書の営業損失（△）と一致してお

ります。
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（１株当たり情報）

　１株当たり四半期純利益金額又は四半期純損失金額及び算定上の基礎は、以下のとおりであります。

 
前第１四半期連結累計期間
（自　平成29年４月１日
至　平成29年６月30日）

当第１四半期連結累計期間
（自　平成30年４月１日
至　平成30年６月30日）

１株当たり四半期純利益金額又は四半期純損失金額

（△）
△1円18銭 △0円41銭

（算定上の基礎）   

　親会社株主に帰属する四半期純利益金額又は親会

社株主に帰属する四半期純損失金額（△）（千円）
△26,441 △22,888

　普通株主に帰属しない金額（千円） － －

　普通株式に係る親会社株主に帰属する四半期純利

益金額又は親会社株主に帰属する四半期純損失金額

（△）（千円）

△26,441 △22,888

　普通株式の期中平均株式数（千株） 22,398 56,244

　（注） 前第１四半期連結累計期間及び当第１四半期連結累計期間の潜在株式調整後１株当たり四半期純利益金額に

ついては、１株当たり四半期純損失金額であり、また、潜在株式が存在しないため記載しておりません。

 

 

（重要な後発事象）

　　該当事項はありません。

 

 

 

２【その他】

　平成30年５月14日開催の取締役会において、次のとおり剰余金の配当を行うことを決議いたしました。

（イ）配当金の総額…………………………………19,685千円

（ロ）１株当たりの金額……………………………０円35銭

（ハ）支払請求の効力発生日及び支払開始日……平成30年６月27日

 （注）平成30年３月31日現在の株主名簿に記載又は記録された株主に対し、支払いを行います。
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第二部【提出会社の保証会社等の情報】
　該当事項はありません。
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 独立監査人の四半期レビュー報告書  
 

平成30年８月10日

堀田丸正株式会社

取締役会　御中

 

双葉監査法人
 

 
代表社員
業務執行社員

 公認会計士 　菅野　 豊 　　印

 

 
代表社員
業務執行社員

 公認会計士 　平塚　俊充　　印

 

当監査法人は、金融商品取引法第193条の２第１項の規定に基づき、「経理の状況」に掲げられている堀田丸正株式会

社の平成30年４月１日から平成31年３月31日までの連結会計年度の第１四半期連結会計期間（平成30年４月１日から平成

30年６月30日まで）及び第１四半期連結累計期間（平成30年４月１日から平成30年６月30日まで）に係る四半期連結財務

諸表、すなわち、四半期連結貸借対照表、四半期連結損益計算書、四半期連結包括利益計算書及び注記について四半期レ

ビューを行った。

 

四半期連結財務諸表に対する経営者の責任

経営者の責任は、我が国において一般に公正妥当と認められる四半期連結財務諸表の作成基準に準拠して四半期連結

財務諸表を作成し適正に表示することにある。これには、不正又は誤謬による重要な虚偽表示のない四半期連結財務諸表

を作成し適正に表示するために経営者が必要と判断した内部統制を整備及び運用することが含まれる。

 

監査人の責任

当監査法人の責任は、当監査法人が実施した四半期レビューに基づいて、独立の立場から四半期連結財務諸表に対す

る結論を表明することにある。当監査法人は、我が国において一般に公正妥当と認められる四半期レビューの基準に準拠

して四半期レビューを行った。

四半期レビューにおいては、主として経営者、財務及び会計に関する事項に責任を有する者等に対して実施される質

問、分析的手続その他の四半期レビュー手続が実施される。四半期レビュー手続は、我が国において一般に公正妥当と認

められる監査の基準に準拠して実施される年度の財務諸表の監査に比べて限定された手続である。

当監査法人は、結論の表明の基礎となる証拠を入手したと判断している。

 

監査人の結論

当監査法人が実施した四半期レビューにおいて、上記の四半期連結財務諸表が、我が国において一般に公正妥当と認

められる四半期連結財務諸表の作成基準に準拠して、堀田丸正株式会社及び連結子会社の平成30年６月30日現在の財政状

態及び同日をもって終了する第１四半期連結累計期間の経営成績を適正に表示していないと信じさせる事項がすべての重

要な点において認められなかった。

 

利害関係

会社と当監査法人又は業務執行社員との間には、公認会計士法の規定により記載すべき利害関係はない。

以　上

　（注）１．上記は四半期レビュー報告書の原本に記載された事項を電子化したものであり、その原本は当社（四半期報

告書提出会社）が別途保管しております。

　２．ＸＢＲＬデータは四半期レビューの対象には含まれておりません。
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